





















































【研 究 方 法】
1，調 査 対 象
　本学が位置する山科区は1930年代に山科区駅前開発により他の地域より人口が流入し、その
世代が後期高齢期を迎え、2018年には、その高齢化の進展が急速であることが特徴的である。




























項目に対して「いつも」（ 5点）から「まったくない」（ 0点）の 6 件法で回答を求める。



























を行い Bonferroni による補正（p<0.0125）をかけて比較した。有意水準は 5 ％未満とし、統計解























































































C群 D群  1.1 0.041
A群（～72歳 n=503） B群（73歳～77歳 n=520） C群（78歳～81歳 n=409） D群（82歳～ n=435）
表 5 　年齢毎の老研式活動指標の比較（Bonferroni）









































C群 D群  0.93 0.064
A群（～72歳 n=503） B群（73歳～77歳 n=520） C群（78歳～81歳 n=409） D群（82歳～ n=435）
表 7 　年齢毎の主観的幸福感の比較（Bonferroni）
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